
           平成 １５年  ７月  ２日
             損保ジャパンひまわり生命保険株式会社

       平  成  １  ４  年  度  決  算  報  告 

                          平成１４年４月１日 ～ 平成１５年３月３１日

損保ジャパンひまわり生命保険株式会社 （本社 ： 新宿区西新宿２－１－１  社長 ： 田山 泰之） では
平成１５年７月２日の株主総会において平成１４年度決算が承認されましたので、別紙のとおりお知ら
せします。

     平成１４年度概況

生命保険業界にとって厳しい環境が続く中、当社は主要業績を順調に伸展させ経営の健全性
の向上にも努めてまいりました。その結果、ソルベンシー・マージン比率は１２０６．０％に上昇、
また格付け機関からも高い格付けを取得しております。 今後も引き続き、「 お客様に信頼され
選ばれる生命保険会社」をめざし、更なる経営の健全性の向上に努めてまいります。

主要業績と収支の状況
   (単位 ： 億円)

    平成１４年度      平成１３年度    前年度比
新契約高  (注) 9,965 9,825 101.4%
保有契約高  (注) 55,907 52,200 107.1%
保険料等収入 1,827 1,733 105.4%
経常利益 19 21 92.6%
総資産 5,119 4,458 114.8%
(注)新契約高・保有契約高は、個人保険と個人年金保険の合計です。

１．保険料等収入が引き続き伸展
新契約高、保有契約高とも前年度比で拡大し、その結果保険料等収入が前年度比で
５．４％の増加となり、引き続き伸展しています。

２．総資産も順調に拡大
当期中に総資産が６６１億円増加し、その結果年度末には５０００億円を超え、前年度
比で １４．８％の増加と順調に拡大しています。

３．責任準備金は６６億円を積増し
保険業法上の標準責任準備金の達成に向け、５年チルメル式または平準純保険料式
で計算される責任準備金に対し、当期は ６６億円の積増しを実施しました。

[本件に関するお問い合わせ先]
 損保ジャパンひまわり生命保険株式会社
経営企画部    桜田 ・ 脇坂 ・ 澤野  (TEL) 03-3344-6704    (FAX) 03-3346-9415
〒163-0434    東京都新宿区西新宿 2-1-1  新宿三井ビル ３４F

訂正版



経営の健全性

１．ソルベンシー・マージン比率 １２０６．０％に上昇
責任準備金の積増し等内部留保の充実により、ソルベンシー・マージン比率は前年度比
９３．８％上昇し、引続き高い水準を維持しています。

平成１４年度 平成１３年度
ソルベンシー・マージン比率  １２０６．０％  １１１２．２％

２．安全かつ安定的な運用をめざしています
一般勘定資産は公社債、円建外債による満期保有を基本とし、安全性を重視した運用を
行っています。また、当社の運用ポートフォリオ には一般貸付を組み入れておらず、それ
による不良債権もありません。

３．格付け機関からの高い評価
当社では、 格付けを重要な経営指標のひとつとして位置づけていますが、 損保ジャパン
グループの形成と当社の強固な財務基盤が評価され、格付け機関から以下のような高い
格付けを取得しています。(平成１５年５月２６日現在)

            ムーディーズ 保険財務格付け         「Ａａ３」
            スタンダード＆プアーズ 保険財務力格付け      「Ａ＋」

トピックス

新商品の発売・商品改定
①逓増定期保険の保険料改定
②無解約・低解約返戻金型定期保険の発売
③新終身医療保険（01) で 「支払限度の型の追加」、「生活習慣病追加給付特則の創設」
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平成１４年度決算のお知らせ
平成１５年７月２日

                                           損保ジャパンひまわり生命保険株式会社

当社の平成 1４年度（平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日まで）の決算の概
要は次のとおりです。

１．主要業１．主要業１．主要業１．主要業績績績績

（１）保有契約高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千件、億円、％）

平成１４年度末 平成１３年度末
件　数 金　額 件　数 金　額

前年度比 前年度比 前年度比 前年度比

個 人 保 険 1,315 104.0 55,450 107.1 1,265 109.2 51,762 107.0
個人年金保険 8 107.0 456 104.3 8 101.8 438 101.1
団 体 保 険 ―――― ―――― 16,511 103.0 ―――― ―――― 16,031 113.0
団体年金保険 ―――― ―――― ―――― ―――― ―――― ―――― ―――― ――――
（注）１．個人年金保険については、年金支払開始前契約の年金支払開始時における年金

原資と年金支払開始後契約の責任準備金を合計したものです。

（２）新契約高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　（単位：千件、億円）

平成１４年度 平成１３年度
金　額 金　額

件 　数
新 契 約

転換による
純 増 加

件　数
新 契 約

転換による
純 増 加

個 人 保 険 202 9,918 9,918 ―――― 253 9,788 9,788 ――――
個人年金保険 1 47 47 ―――― 0 37 37 ――――
団 体 保 険 ―――― 660 660 ―――― 1,576 1,576
団体年金保険 ―――― ―――― ―――― ―――― ―――― ――――
（注）１．新契約・転換による純増加の個人年金保険の金額は年金支払開始時における年金原資です。

（３）主要収支項目                                           （単位：百万円、％）

平成１４年度
前年度比

平成１３年度
前年度比

保 険 料 等 収 入 182,756 105.4 173,376 108.2
資 産 運 用 収 益 10,712 97.6 10,971 98.0
保 険 金 等 支 払 金 83,438 93.2 89,562 132.8
資 産 運 用 費 用 2,445 102.5 2,386 266.7
経 常 利 益 1,963 92.6 2,119 83.3
契約者配当準備金繰入額 1,461 88.3 1,655 91.5
当 期 利 益 9 98.7 9 102.6
当 期 未 処 分 利 益 37 134.4 28 153.5

（４）総資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　         （単位：百万円、％）

平成１４年度
前年度比

平成１３年度
前年度比

総 資 産 511,987 114.8 445,849 111.7



２

２．平成１４２．平成１４２．平成１４２．平成１４年年年年度度度度末末末末保保保保障障障障機機機機能別保能別保能別保能別保有有有有契契契契約約約約高高高高
  （単位：千件、億円）

個 人 保 険 個人年金保険 団 体 保 険 合 計
項　　　目

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額
普 通 死 亡 1,315 55,450 ―――― ―――― 9,834 16,510 11,149 71,961

災 害 死 亡 116 11,739 0 1 112 630 228 12,371

死
亡
保
障 その他の条件付死亡 398 6,735 ―――― ―――― 1 1 400 6,736

生 存 保 障 ―――― ―――― 8 456 0 1 8 457

災 害 入 院 602 36 0 0 63 1 666 37

疾 病 入 院 620 37 0 0 ―――― ―――― 620 37

入
院
保
障 その他の条件付入院 520 58 0 0 1 0 522 58

障 害 保 障 ―――― ―――― ―――― ―――― 69 ―――― 69 ――――
手 術 保 障 1,201 ―――― 0 ―――― ―――― ―――― 1,201 ――――

団 体 年 金 保 険 財形保険・財形年金保険 合 計
項　　　目

件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額
生 存 保 障 ―――― ―――― ―――― ―――― ―――― ――――

医 療 保 障 保 険 就業不能保障保険
項　　　目

件 数 金 額
項　　　目

件 数 金 額
入 院 保 障 35 0 就 業 不 能 保 障 ―――― ――――

（注）１．団体保険、医療保障保険（団体型）の件数は被保険者数を表します。
２．「生存保障」欄の金額は、個人年金保険、団体保険（年金特約）については、
年金支払前契約の年金支払開始時における年金原資と年金支払開始後契約の
責任準備金を合計したものを表します。

３．「入院保障」欄の額は入院給付日額を表します。
４．医療保障保険の「入院保障」欄には、疾病入院に関わる数値を記載しています。
５．団体年金保険、財形保険、財形年金保険および就業不能保障保険については、
取り扱っておりません。
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３．平成１４３．平成１４３．平成１４３．平成１４年年年年度度度度決決決決算算算算にににに基基基基づく契づく契づく契づく契約約約約者者者者配配配配当当当当金金金金のののの状状状状況況況況

5年ごと利差配当付商品の配当基準利回り
配当基準利回り   1.30%

＜例＞５年ごと利差配当付終身保険の場合
30 歳加入、60歳払込満了
男性、年払、保険金１，０００万円

契約年度 経過年数 継続中の契約 死亡契約
平成  9 年度 6年 （  181,110  ）     －             10,000,000 円

平成 10 年度 5年 （  181,110  ）    ０円             10,000,000 円

平成 11 年度 4年 （  211,640  ）     －             10,000,000 円

平成 12 年度 3年 （  211,640  ）     －             10,000,000 円

平成 13 年度 2年 （  241,700  ）     －             10,000,000 円

平成 14 年度 1年 （  241,700  ）     －             10,000,000 円

（注）「死亡契約」欄は契約応当日以後死亡の場合の受領金額を示し、「継続中の契約」欄の括弧
内は保険料を示します。
経過年数とは平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日の間の契約応当日での経過
を示します。

上記配当金は、責任準備金に各年度の配当基準利回りと予定利率との差額を乗じた額
となっております。



４

４．平成１４４．平成１４４．平成１４４．平成１４年年年年度度度度のののの一一一一般般般般勘勘勘勘定資産定資産定資産定資産のののの運運運運用用用用状状状状況況況況

（１）平成１４年度の資産の運用状況

①運用環境
       平成１４年度の日本経済は、前半には個人消費が堅調に推移し、 設備投資も回復
     の兆しを見せ、景気持ち直しの動きが見られました。 しかしながら年度後半からは
     世界経済の減速や銀行の不良債権問題等で、景気の後退感が強まりました。 また企
     業のリストラ姿勢が強く、雇用・所得状況にも改善が見られませんでした。
       債券市場では、年度初めは長期金利 1.40％水準で推移しましたが、その後は景気
     低迷、デフレの進行、投資家の運用難から債券が買われ、長期金利は低下し、９月
     には 1.04％まで低下しました。 その後一時的に金利は反転しましたが、金利の低下
     基調に変化はなく、年度末は 0.70％となりました。
       また、円ドル相場は年度始めの 132 円台から、円高が進行し、一時 115 円台とな
     りましたが、介入等によりドルは反転しその後は 115 円台から 125 円台で推移し、
     年度末は 118 円台となりました。
       一方、日本の株式相場は、年初景気回復期待から買われ、５月には 12,000 円台を
     回復しましたが、その後は一貫して下落が続きました、３月のイラク開戦前に 8,000
     円台を割り込み、年度末は 7,972 円となりました。

②当社の運用方針
       当社は、生保資金の性格を勘案し、円建債券の満期保有を基本とした運用方針に
     より、為替リスク・価格リスクを排除するとともに、信用リスクを適正におさえ、
     長期的に安定した収益の確保及び安定性の確保を図っています。  この方針により
     当社の一般勘定ポートフォリオには内外株式、外貨建資産、一般貸付、不動産は組
     み入れておりません。 またデリバティブ取引も行っていません。

③運用実績の概況
       平成１４年末の一般勘定資産は、前年度末に比べ 659 億円増加し、5,046 億円（
     前年同期比 115.0%）となりました。 増加資産については、公社債に重点的に投資
     した結果、当期末における主な資産構成は有価証券 4,586 億円（一般勘定占率 90.9
     ％）、現預金 209 億円（同 4.2％）となっております。 資産運用利回りは、低金利の
     継続により 1.95％（前年度 2.20%）と前年度に比べ低下しました。  一方運用資産
     利益は、運用資産増加により 91 億円（対前年比 101.5％）と前年度に比べ増加しま
     した。
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（２）資産の構成　　　　　　　　　　　　　　　　　          （単位：百万円、％）
平成１４年度末 平成１３年度末

区　　　分
金　額 占　率 金　額 占　率

現預金･ ｺ－ ﾙ ﾛ－ ﾝ 20,982 4.2 35,999 8.2
買 現 先 勘 定 － － － －
債券貸借取引支払保証金 － － － －
買 入 金 銭 債 権 － － － －
商 品 有 価 証 券 － － － －
金 銭 の 信 託 － － － －
有 価 証 券 458,618 90.9 378,917 86.4
公 社 債 260,762 51.7 183,785 41.9
株 　 式 0 0.0 0 0.0
外 国 証 券 197,855 39.2 195,131 44.5
公 社 債 197,855 39.2 195,131 44.5
株 式 等 － － － －

その 他の 証券 0 0.0 0 0.0
貸 付 金 5,209 1.0 4,439 1.0
不 動 産 193 0.0 196 0.0
繰 延 税 金 資 産 1,952 0.4 1,273 0.3
そ の 他 17,782 3.5 17,919 4.1
貸 倒 引 当 金 △56 △0.0 △35 △0.0
合 計 504,681 100.0 438,710 100.0
うち外貨建資産 － － － －

（３）資産の増減                                            （単位：百万円）

区　　　分 平成１４年度 平成１３年度

現預金･ ｺ－ ﾙ ﾛ－ ﾝ △15,017 △8,150

買 現 先 勘 定 － －
債券貸借取引支払保証金 － －

買 入 金 銭 債 権 － －

商 品 有 価 証 券 － －
金 銭 の 信 託 － －
有 価 証 券 79,700 53,685
公 社 債 76,976 22,606
株 　 式 － △0
外 国 証 券 2,724 31,079
公 社 債 2,724 31,079
株 式 等 － －

そ の 他 の 証 券 － －
貸 付 金 769 △1,232
不 動 産 △3 20
繰 延 税 金 資 産 678 200

そ の 他 △136 2,043

貸 倒 引 当 金 △20 △13

合 計 65,971 46,554

うち外貨建資産 － －
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（４）資産運用関係収益                                        （単位：百万円）

区　　　分 平成１４年度 平成１３年度
利息及び配当金等収入 10,359 10,971
預 貯 金 利 息 1 9
有価証券利息・配当金 10,196 10,675
貸 付 金 利 息 161 287
不 動 産 賃 貸 料 － －
その他利息配当金 － 0

商品有価証券運用益 － －
金 銭 の 信 託 運 用 益 － －
売買目的有価証券運用益 － －
有 価 証 券 売 却 益 353 －
国債等債券売却益 － －
株 式 等 売 却 益 － －
外 国 証 券 売 却 益 353 －
そ の 他 － －

有 価 証 券 償 還 益 － －
金 融 派 生 商 品 収 益 － －
為 替 差 益 － －
そ の 他 運 用 収 益 － －
合　　　　　計 10,712 10,971

（５）資産運用関係費用　                                     （単位：百万円）

区　　　分 平成１４年度 平成１３年度
支 払 利 息 11 12
商 品 有 価 証 券 運 用 損 － －
金 銭 の 信 託 運 用 損 － －
売買目的有価証券運用損 － －
有 価 証 券 売 却 損  674 －
国 債 等 債 券 売 却 損 － －
株 式 等 売 却 損 － －
外 国 証 券 売 却 損 674 －
そ の 他 － －

有 価 証 券 評 価 損 778 1,857
国 債 等 債 券 評 価 損 － －
株 式 等 評 価 損 － 0
外 国 証 券 評 価 損 778 1,857

有 価 証 券 償 還 損 － －
金 融 派 生 商 品 費 用 － －
為 替 差 損 － －
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 20 13
貸 付 金 償 却 － －
賃貸用不動産等減価償却費 － －
そ の 他 運 用 費 用 41 37

合　　　　　計 1,526 1,921



７

（６）資産運用に係わる諸効率

① 資産別運用利回り                                       （単位：％）

区　　分 平成１４年度 平成１３年度

現預金・コ－ルロ－ン 0.00 0.02

買 現 先 勘 定 － －

債券貸借取引支払保証金 － －

買 入 金 銭 債 権 － －

商 品 有 価 証 券 － －

金 銭 の 信 託 － －

公 社 債 2.28 3.01

株 式 0 △11.85

外 国 証 券 2.14 2.01

貸 付 金 3.44 5.89

不 動 産 － －

一 般 勘 定 計 1.95 2.20

うち海外投融資 2.14 2.01

　（注）利回り計算式の分母は帳簿価額ベ－スの日々平均残高、分子は経常損益中、資産運
　　　　用収益－資産運用費用として算出した利回りです。
（注）海外投融資とは、外貨建資産と円建資産の合計です。

　②売買目的有価証券の評価損益　　　　　　　　　　　　　　　      
 
     該当ありません。



８

③有価証券の時価情報（売買目的有価証券以外の有価証券のうち時価のあるもの）    
                                                                                      （単位：百万円） 

　　平成１４年度末 　平成１３年度末
差　損　益 差　損　益区　　分

帳 簿価 額 時 価
うち差益 うち差損

帳簿価額 時 価
うち差益 うち差損

満期保有目的の債券 436,337 463,683 27,345 28,023 677 368,531 386,709 18,178 19,583 1,405

責任準備金対応債券 － － － － － － － － － －

子会社・関連会社株式 － － － － － － － － － －

その他有価証券 22,800 22,280 △519 92 612 10,507 10,385 △121 18 140

公 社 債 10,010 10,009 △  0 0 1 － － － － －

株 式 － － － － － － － － － －

外 国 証 券 12,789 12,270 △518 91 610 10,507 10,385 △121 18 140

公 社 債 12,789 12,270 △518 91 610 10,507 10,385 △121 18 140

株 式 等 － － － － － － － － － －

そ の 他 の 証 券 － － － － － － － － － －

買 入 金 銭 債 権 － － － － － － － － － －

譲 渡 性 預 金 － － － － － － － － － －

そ の 他 － － － － － － － － － －

　合　　　   計　 459,137 485,963 26,826 28,115 1,289 379,038 397,095 18,056 19,602 1,545

公 社 債 260,763 278,638 17,875 17,896 21 183,785 194,121 10,335 10,725 390

株 式 － － － － － － － － － －

外 国 証 券 198,374 207,324 8,950 10,219 1,268 195,252 202,973 7,720 8,876 1,155

公 社 債 198,374 207,324 8,950 10,219 1,268 195,252 202,973 7,720 8,876 1,155

株 式 等 － － － － － － － － － －

そ の 他 の 証 券 － － － － － － － － － －

買 入 金 銭 債 権 － － － － － － － － － －

譲 渡 性 預 金 － － － － － － － － － －

そ の 他 － － － － － － － － － －

時価のない有価証券の帳簿価額は次のとおりです。           （単位：百万円）

区　　分 平成１４年度末 平成１３年度末

満 期 保 有 目 的 の 債 券 － －
非 上 場 外 国 債 券 － －
そ の 他 － －

責 任 準 備 金 対 応 債 券 － －
子 会 社 ・ 関 連 会 社 株 式 － －
そ の 他 有 価 証 券 0 0

非上場国内株式（店頭売買株式を除く） 0 0

非上場外国株式（店頭売買株式を除く） － －
非 上 場 外 国 債 券 － －
そ の 他 0 0

合　　　　　計 0 0

④金銭信託の時価情報

    該当ありません。



９

５．貸借対照５．貸借対照５．貸借対照５．貸借対照表表表表

(単位 : 百万円)

  ( 資 産 の 部 )    ( 負 債 の 部 )
現現現現金金金金及及及及びびびび預預預預貯貯貯貯金金金金 21,721,721,721,722222222 37,237,237,237,211112222 保保保保険険険険契契契契約約約約準準準準備備備備金金金金 494,494,494,494,000040404040 430,430,430,430,111153535353
現金 98 94 支払備金 8,736 7,859
預貯金 (*4) 21,623 37,118 責任準備金 (*9) 483,034 420,085
ココココ－－－－ルルルルロロロロ－－－－ンンンン －－－－ －－－－ 契約者配当準備金 (*17) 2,268 2,208
買買買買現現現現先先先先勘勘勘勘定定定定 －－－－ －－－－ 代代代代理理理理店店店店借借借借 2,612,612,612,614444 1,921,921,921,923333
債債債債券券券券貸貸貸貸借借借借取取取取引引引引支支支支払払払払保保保保証証証証金金金金 －－－－ －－－－ 再再再再保保保保険険険険借借借借 284284284284 65656565
買買買買入入入入金金金金銭銭銭銭債債債債権権権権 －－－－ －－－－ 短短短短期期期期社社社社債債債債 －－－－ －－－－
商商商商品品品品有有有有価価価価証証証証券券券券 －－－－ －－－－ 社社社社債債債債 －－－－ －－－－
金金金金銭銭銭銭のののの信信信信託託託託 －－－－ －－－－ 新新新新株株株株予予予予約約約約権権権権付付付付社社社社債債債債 －－－－ －－－－
有有有有価価価価証証証証券券券券 (*1,*4,*19) 465,465,465,465,000079797979 384,384,384,384,666699999999 そそそそのののの他他他他負負負負債債債債 7,507,507,507,506666 5,895,895,895,897777
国債 (*18) 63,485 57,671 売現先勘定 －－－－ －－－－
地方債 37,468 24,749 債券貸借取引受入担保金 －－－－ －－－－
社債 162,755 103,256 借入金 －－－－ －－－－
株式 2,304 2,109 未払法人税等 221 46
外国証券 (*25) 199,064 196,911 未払金 3,579 1,604
その他の証券 0 0 未払費用 2,566 2,985
貸付有価証券 －－－－ － 前受収益 －－－－ －－－－
貸貸貸貸付付付付金金金金 5,205,205,205,209999 4,434,434,434,439999 預り金 47 58
保険約款貸付 (*11) 5,209 4,439 預り保証金 －－－－ －－－－
一般貸付 －－－－ － 先物取引受入証拠金 －－－－ －－－－
不不不不動動動動産産産産及及及及びびびび動動動動産産産産 (*3,*12) 249249249249 258258258258 先物取引差金勘定 －－－－ －－－－
土地 －－－－ － 借入有価証券 －－－－ －－－－
建物 193 196 売付有価証券 －－－－ －－－－
動産 55 61 金融派生商品 －－－－ －－－－
建設仮勘定 －－－－ － 繰延ヘッジ利益 －－－－ －－－－
代代代代理理理理店店店店貸貸貸貸 735735735735 728728728728 仮受金 1,090 1,203
再再再再保保保保険険険険貸貸貸貸 359359359359 351351351351 その他の負債 －－－－ －－－－
そそそそのののの他他他他資資資資産産産産 16,716,716,716,733336666 16,916,916,916,922222222 退退退退職職職職給給給給付付付付引引引引当当当当金金金金 (*6,*22) 252252252252 278278278278
未収金 9,430 8,569 価価価価格格格格変変変変動動動動準準準準備備備備金金金金 (*7) 8888 4444
前払費用 258 304 金金金金融融融融先先先先物物物物取取取取引引引引責責責責任任任任準準準準備備備備金金金金 －－－－ －－－－
未収収益 2,618 2,669 証証証証券券券券取取取取引引引引責責責責任任任任準準準準備備備備金金金金 －－－－ －－－－
預託金 1,368 1,376 繰繰繰繰延延延延税税税税金金金金負負負負債債債債 －－－－ －－－－
先物取引差入証拠金 71 127 再再再再評評評評価価価価にににに係係係係るるるる繰繰繰繰延延延延税税税税金金金金負負負負債債債債 －－－－ －－－－
先物取引差金勘定 －－－－ － 支支支支払払払払承承承承諾諾諾諾 －－－－ －－－－
保管有価証券 －－－－ －
金融派生商品  －－－－ 0 負負負負債債債債のののの部 部 部 部       合       合       合       合 計計計計 504,504,504,504,777705050505 438,438,438,438,333323232323
繰延ヘッジ損失 －－－－ －
仮払金 132 54    ( 資 本 の 部 )
その他の資産 (*10) 2,857 3,821 資資資資本本本本金金金金 (*26) 7,257,257,257,250000 7,257,257,257,250000
繰繰繰繰延延延延税税税税金金金金資資資資産産産産 (*23) 1,951,951,951,952222 1,271,271,271,273333 新新新新株株株株式式式式払払払払込込込込金金金金 －－－－ －－－－
再再再再評評評評価価価価にににに係係係係るるるる繰繰繰繰延延延延税税税税金金金金資資資資産産産産 －－－－ －－－－ 資資資資本本本本剰剰剰剰余余余余金金金金 (*26) －－－－ －
支支支支払払払払承承承承諾諾諾諾見見見見返返返返 －－－－ －－－－ 資本準備金 －－－－ －
貸貸貸貸倒倒倒倒引引引引当当当当金金金金 (*5) △  △  △  △                      56565656 △  △  △  △                      35353535     その他資本剰余金 －－－－ －－－－

    減資差益 －－－－ －－－－
資本準備金減少差益 －－－－ －－－－
自己株式処分差益 －－－－ －－－－

利利利利益益益益剰剰剰剰余余余余金金金金 (*26) 363363363363 353353353353
利益準備金 －－－－ －－－－
任意積立金 325 325
 保険業法施行規則附則第10条積立金 325 325
  
当期未処分利益 37 28
( 当 期 利 益 ) (*14,*15)          ( 9 )          ( 9 )

土土土土地地地地再再再再評評評評価価価価差差差差額額額額金金金金 －－－－ －－－－
株株株株式式式式等等等等評評評評価価価価差差差差額額額額金金金金 (*1,*25,*27) △  △  △  △              331331331331 △  △  △  △                      77777777
自自自自己己己己株株株株式式式式払払払払込込込込金金金金 －－－－  －－－－
自自自自己己己己株株株株式式式式 －－－－ －－－－

資資資資本本本本のののの部 部 部 部       合       合       合       合 計計計計 7,287,287,287,281111 7,527,527,527,525555

511,511,511,511,999987878787 445,445,445,445,888849494949 511,511,511,511,999987878787 445,445,445,445,888849494949資資資資産産産産のののの部 部 部 部         合 合 合 合 計計計計 負負負負債債債債及及及及びびびび資資資資本本本本のののの部 部 部 部 合合合合計計計計

平成１４年度 平成１３年度科          目 平成１４年度 平成１３年度 科          目
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注記事項

(* 1) 有価証券の評価は、売買目的有価証券については時価法（売却原価の算定は移動平均法）、満期保有目的の債券について
は移動平均法による償却原価法(定額法)、その他有価証券のうち時価のあるものについては３月末日の市場価格等に基づ
く時価法（売却原価の算定は移動平均法）、時価のないものについては取得差額が金利調整差額と認められる公社債（外
国債権を含む）については移動平均法による償却原価法（定額法）、それ以外の有価証券については移動平均法による原
価法によっております。なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法により処理しております。

(* 2) デリバティブ取引の評価は時価法によっております。

(* 3) 不動産および動産の減価償却の方法は定率法により行っております。

(* 4) 外貨建資産・負債は決算日の為替相場により円換算しております。

(* 5) 貸倒引当金は、当社の定める資産査定及び償却・引当基準及び金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設
定に関する意見書」平成１１年１月２２日企業会計審議会）に則り、個別資産毎に回収可能性又は価値の毀損状態を査定
し、回収可能性に重大な懸念があると判断した金額又は重大な価値の毀損が生じていると判断した金額を計上しておりま
す。また、上記以外の債権については過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額を
計上しております。
全ての債権は、資産査定及び償却・引当基準に基づき、管轄部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した監査部が査
定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。

(* 6) 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関す
る意見書」平成１０年６月１６日企業会計審議会）に基づき、当期末において発生したと認められる額を計上しておりま
す。

(* 7) 価格変動準備金は、保険業法第１１５条の規定に基づき算出した額を計上しております。

(* 8) 消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。

(* 9) 責任準備金は、保険業法第１１６条の規定に基づく準備金であり、保険料積立金については保険業法施行規則第６９条
第４項第４号の規定に基づいて５年チルメル式又は平準純保険料式により計算しております。

(*10) その他資産に計上している自社利用のソフトウェアの減価償却の方法は、利用可能期間に基づく定額法により行っており
ます。

(*11) 貸付金のうち、破綻先債権及び３ヵ月以上延滞債権として分類され、償却・引当の対象となった金額は 0 百万円 であり
ます。

(*12) 不動産および動産の減価償却累計額は 449 百万円 であります。

(*13) 特別勘定の資産の額は、7,305百万円 であります。なお、負債の額も同額であります。

(*14) １株当たりの当期利益は、1 円 34 銭 であります。

(*15) 「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第2号）および「１株当たり当期純利益に関する会計基準の
適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）が平成１４年４月１日以後開始する事業年度から適用されることになった
ことに伴い、当期から同会計基準及び適用指針を適用しております。なお、これによる影響はありません。

(*16) 貸借対照表に計上した動産の他、リース契約により使用している重要な動産として電子計算機等があります。

(*17) 契約者配当準備金の異動状況は、次のとおりであります。

前年度末現在高 2,208 百万円
当年度契約者配当金支払額 1,401 百万円
利息による増加等     0 百万円
契約者配当準備金繰入額 1,461 百万円
当年度末現在高 2,268 百万円

(*18) 担保に供している資産は、国債 1,923 百万円 であります。

(*19) 外貨建資産の額は 1,244 百万円 であります。（主な外貨額 5百万 米ドル、1百万ユーロ）

(*20) 金融システム改革のための関係法律の整備等に関する法律附則第１４０条第５項の規定に基づき保険契約者保護機構が
承継した旧保険契約者保護基金に対する当年度末における当社の今後の負担見積額は 391 百万円であります。
なお、当該負担金は拠出した年度の事業費として処理します。

(*21) 保険業法第２５９条の規定に基づく保険契約者保護機構に対する当年度末における当社の今後の負担見積額は、
1,759 百万円 であります。なお、当該負担金は拠出した年度の事業費として処理します。

平成１４年度 （平成１５年３月３１日現在）
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注記事項

(*22) 退職給付債務に関する事項は次のとおりであります。

（１）退職給付債務およびその内訳
ｲ 退職給付債務 △ 2,695 百万円
ﾛ 年金資産    1,653 百万円
ﾊ 未積立退職給付債務 △ 1,041 百万円
ﾆ 会計基準変更時差異の未処理額       － 百万円
ﾎ 未認識数理計算上の差異      789 百万円
ﾍ 未認識過去勤務債務       － 百万円
ﾄ 貸借対照表計上額純額 △   252 百万円

ﾁ 前払年金費用       － 百万円
ﾘ 退職給付引当金 △   252 百万円

（２）退職給付債務等の計算基礎
ｲ 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準
ﾛ 割引率   2.0  ％
ﾊ 期待運用収益率   3.0  ％
ﾆ 数理計算上の差異の処理年数            10  年

(*23) 繰延税金資産の総額は 1,952 百万円であります。
 繰延税金資産発生の主な原因別内訳は、保険契約準備金 436百万円、無形固定資産 665 百万円、収入保険料期間帰

属関係 246 百万円、未払費用 172 百万円、事業税 108 百万円 等であります。

(*24) 当期における法定実効税率は 36.2 %であり、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の
主要な内訳は、交際費等永久に損金に算入されない項目 33.0 %、住民税均等割 13.7%、過年度法人税等 8.8% 、
評価性引当額 5.8％であります。

(*25) 従来、満期保有目的の債券で保有していた外国証券（貸借対照表計上額 7,242百万円）をその他有価証券に変更しており
ます。この結果、評価差額が△ 506百万円生じたため、株式等評価差額金△ 323百万円、繰延税金資産 183百万円発生
しております。

(*26) 前年度において資本の部は「資本金」、「法定準備金」及び「剰余金」として区分掲記しておりましたが、当年度からは
「資本金」、「資本剰余金」及び「利益剰余金」として表示しております。

(*27) 前年度において区分掲記していた「評価差額金」は、当年度からは「株式等評価差額金」として表示しております。

(*28) 「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）が平成１４年４月１日以後に適用され
ることになったことに伴い、当期から同会計基準を適用しております。なお、これによる当期の資産および資本に与える
影響はありません。

平成１４年度 （平成１５年３月３１日現在）
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６．損益計算６．損益計算６．損益計算６．損益計算書書書書

(単位 : 百万円)

経経経経常常常常収収収収益益益益 111199993,93,93,93,900003333 111188884,84,84,84,855559999
保保保保険険険険料料料料等等等等収収収収入入入入 111188882,72,72,72,755556666 111177773,33,33,33,377776666
保険料 181,064 171,354
再保険収入 1,692 2,021

資資資資産産産産運運運運用用用用収収収収益益益益 11110000,71,71,71,712222 11110000,97,97,97,971111
経 利息及び配当金等収入 10,359 10,971

預貯金利息 1 9
有価証券利息・配当金 10,196 10,675
貸付金利息 161 287
不動産賃貸料                 -                 -
その他利息配当金                 - 0

商品有価証券運用益                 -                 -
金銭の信託運用益                 -                 -
売買目的有価証券運用益                 -                 -
有価証券売却益               (*1)   353                 -

常 有価証券償還益                 -                 -
金融派生商品収益                 -                 -
為替差益                 -                 -
その他運用収益                 -                 -
特別勘定資産運用益                 -                 -

そそそそのののの他他他他経経経経常常常常収収収収益益益益 444433333333 555511111111
年金特約取扱受入金 362 389
保険金据置受入金 9 6
退職給付引当金戻入額 26 75
その他の経常収益 35 40
    

損 経経経経常常常常費費費費用用用用 111199991,91,91,91,944440000 111188882,72,72,72,744440000
保保保保険険険険金金金金等等等等支支支支払払払払金金金金 88883333,43,43,43,438888 88889999,56,56,56,562222
保険金 21,459 23,913
年金 243 217
給付金 13,787 11,416
解約返戻金 44,089 49,997
その他返戻金 1,505 1,878
再保険料 2,354 2,140

責責責責任任任任準準準準備備備備金金金金等等等等繰繰繰繰入入入入額額額額 66663333,82,82,82,826666 44448888,15,15,15,154444
支払備金繰入額 877 1,376

益 責任準備金繰入額 62,949 46,778
契約者配当金積立利息繰入額 0 0

資資資資産産産産運運運運用用用用費費費費用用用用 2222,,,,445445445445 2222,,,,386386386386
支払利息 11 12
商品有価証券運用損                 -                 -
金銭の信託運用損                 -                 -
売買目的有価証券運用損                 -                 -
有価証券売却損               (*2) 674                 -
有価証券評価損               (*3) 778 1,857
有価証券償還損                 -                 -

の 金融派生商品費用                 -                 -
為替差損                 -                 -
貸倒引当金繰入額 20 13
貸付金償却                 -                 -
賃貸用不動産等減価償却費                 -                 -
その他運用費用 41 37
特別勘定資産運用損 919 465

事事事事業業業業費費費費 33338888,98,98,98,985555 44440000,91,91,91,910000
そそそそのののの他他他他経経経経常常常常費費費費用用用用 3333,,,,243243243243 1111,,,,726726726726

部 保険金据置支払金 4 6
税金 688 659
減価償却費 2,537 1,059
退職給付引当金繰入額                 -                 -
その他の経常費用 12 0

経経経経常常常常利利利利益益益益 1111,,,,963963963963 2222,,,,119119119119

平 成 １４ 年 度
平成14年4月 1日から
平成15年3月31日まで

平 成 １３ 年 度
平成13年4月 1日から
平成14年3月31日まで

  科  目
  年  度  
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(単位 : 百万円)

特特特特別別別別利利利利益益益益                                                                 ---- 1111
不動産動産等処分益                 - 1

特 保険業法第１１２条評価益                 -                 -
別 その他特別利益 - -
損 特特特特別別別別損損損損失失失失 11117777 11118888
益 不動産動産等処分損 13 16
の 価格変動準備金繰入額 4 2
部 金融先物取引責任準備金繰入額                 -                 -

証券取引責任準備金繰入額                 -                 -
不動産圧縮損                 -                 -
その他特別損失 - -

契契契契約約約約者者者者配配配配当準当準当準当準備備備備金繰金繰金繰金繰入入入入額額額額 1111,,,,464646461111 1111,,,,656565655555
税税税税引引引引前前前前当当当当期利期利期利期利益益益益 444488883333 444444446666
法法法法人人人人税税税税及及及及び住び住び住び住民民民民税税税税 1111,,,,000000008888 666633331111
法法法法人人人人税税税税等等等等調整調整調整調整額額額額 △  △  △  △  555534343434 △  △  △  △  111195959595
当当当当期期期期利利利利益益益益 9999 9999
前前前前期期期期繰繰繰繰越越越越利益利益利益利益 22228888 11118888
当当当当期期期期未未未未処処処処分利分利分利分利益益益益 33337777 22228888

平 成 １４ 年 度
平成14年4月 1日から
平成15年3月31日まで

平 成 １３ 年 度
平成13年4月 1日から
平成14年3月31日まで

  科  目
  年  度  

注記事項

(*1) 有価証券売却益はすべて外国証券にかかわるものであります｡ 

(*2) 有価証券売却損はすべて外国証券にかかわるものであります｡ 

(*3) 有価証券評価損はすべて外国証券にかかわるものであります｡ 

(*4) 退職給付費用の総額は、278 百万円であります。なお、その内訳は以下の通りです。

ｲ 勤務費用 235 百万円
ﾛ 利息費用 56 百万円
ﾊ 期待運用収益 △  50 百万円
ﾆ 数理計算上の差異の費用処理額 36 百万円

平 成 １４ 年 度
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７．経常利益７．経常利益７．経常利益７．経常利益等等等等のののの明明明明細細細細（（（（基基基基礎利益礎利益礎利益礎利益））））

（単位：百万円）

平成１４年度 平成１３年度

基礎利益　　　　　　　　　　Ａ 3,399 4,466

キャピタル収益 353 －
金銭の信託運用益 － －
売買目的有価証券運用益 － －
有価証券売却益 353 －
金融派生商品収益 － －
為替差益 － －
その他キャピタル収益 － －

キャピタル費用 1,452 1,857
金銭の信託運用損 － －
売買目的有価証券運用損 － －
有価証券売却損 674 －
有価証券評価損 778 1,857
金融派生商品費用 － －
為替差損 － －
その他キャピタル費用 － －

キャピタル損益　　　　　　　　　Ｂ △ 1,099 △ 1,857

キャピタル損益含み基礎利益　Ａ＋Ｂ 2,299 2,608

臨時収益 － －
再保険収入 － －
危険準備金戻入額 － －
その他臨時収益 － －

臨時費用 336 489
再保険料 － －
危険準備金繰入額 327 476
個別貸倒引当金繰入額 9 13
特定海外債権引当勘定繰入額 － －
貸付金償却 － －
その他臨時費用 － －

臨時損益　　　　　　　　　　　　Ｃ △ 336 △ 489

経常利益        　　　　Ａ＋Ｂ＋Ｃ 1,963 2,119
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８．利益処分８．利益処分８．利益処分８．利益処分にににに関関関関すすすするるるる書書書書面面面面

                                                                   （単位 ： 円）

                     
                         年     度
    科    目

平成１４年度 平成１３年度

当期未処分利益
  
  利益処分額
   
次期繰越利益

37,986,865

-

37,986,865

28,270,204

-

28,270,204

９．９．９．９．債務者区債務者区債務者区債務者区分分分分にににによよよよるるるる債債債債権権権権の状の状の状の状況況況況

（単位：百万円）

区　　　　分 平成１４年度末 平成１３年度
末破産更生債権及びこれらに準ずる債権 38 35

危険債権 - -

要管理債権 10 11

小計 49 47
（対合計比） （    0.9    ） （　   1.1 　）

正常債権 5,228 4,485

合計 5,277 4,532

（注） １．破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産、会社更生、再生手続等

の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる

債権です。

２．危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び

経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができ

ない可能性の高い債権です。

３．要管理債権とは、３カ月以上延滞貸付金及び条件緩和貸付金です。なお、３

カ月以上延滞貸付金とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３

カ月以上遅延している貸付金（注１及び２に掲げる債権を除く。）条件緩和貸

付金とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、

利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取

決めを行った貸付金（注１及び２に掲げる債権並びに３カ月以上延滞貸付金

を除く。）です。

４．正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして

、注１から３までに掲げる債権以外のものに区分される債権です。
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10．リスク管理リスク管理リスク管理リスク管理債債債債権権権権のののの状状状状況況況況
（単位：百万円，％）

区　　分 平成１４年度末 平成１３年度末
破綻先債権額　① 38 35
延滞債権額　② - -
３ヵ月以上延滞債権額 ③ 10 11
貸付条件緩和債権額　④ - -
合計　①＋②＋③＋④ 49 47
（貸付残高に対する比率） （　　　　0.9　　　） （　　　　1.1　　　）

（注）１．破綻先債権は、元本または利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由
により元本または利息の取立てまたは弁済の見込みがないものとして未収利息を計上し
なかった貸付金（未収利息不計上貸付金）のうち、会社更生法、民事再生法、破産法、
商法等による手続き申立てにより法的倒産となった債務者、または手形交換所の取引停
止処分を受けた債務者、あるいは、海外の法律により上記に準ずる法律上の手続き申立
てがあった債務者に対する貸付金です。

2．延滞債権は、未収利息不計上貸付金であって、上記破綻先債権及び債務者の経営再建ま
たは支援を図ることを目的として利息の支払を猶予したもの以外の貸付金です。

3．３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上遅延
しているもので、破綻先債権、延滞債権に該当しない貸付金です。

4．貸付条件緩和債権とは債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、

利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行っ

たもので、破綻先債権、延滞債権および３ヵ月以上延滞債権に該当しない貸付金です。
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11．ソルベンシソルベンシソルベンシソルベンシーーーー・・・・ママママージンージンージンージン比比比比率率率率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

項　　　目 平成１４年度末 平成１３年度末

ソルベンシー・マージン総額　（Ａ） 55,474 48,085

資本の部合計 7,613 7,603

価格変動準備金 8 4

危険準備金 5,903 5,576

一般貸倒引当金 11 0

その他有価証券の評価差額×９０％（マイナスの場合１００％） △519 △121

土地の含み損益×８５％（マイナスの場合１００％） － －

負債性資本調達手段等 － －

控除項目 － －

その他 42,456 35,023

リスクの合計額　 R1
2＋(R2＋R3)2 ＋Ｒ4　　（Ｂ） 9,200 8,647

保険リスク相当額　　　　　Ｒ1 5,998 5,660

予定利率リスク相当額　　　Ｒ2 3,165 3,288

資産運用リスク相当額　　　Ｒ3 3,473 2,930

経営管理リスク相当額　　　Ｒ4 252 237
ソルベンシー・マージン比率
　　　　　　　 （Ａ）
　　　　 （１／２）×（Ｂ）

　
1,206.0％

　
　1,112.2％

（注）1．上記「資本の部合計」と貸借対照表の「資本の部合計」の差額は、その他有価証券

の評価差額金△３３１百万円によるものです。

２．上記は、保険業法施行規則第８６条、第８７条、第１６１条、第１６２条及び

　　　　　第１９０条、平成８年大蔵省告示第 50号の規定に基づいて算出しています。

×１００
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11112222．．．．平成１４年平成１４年平成１４年平成１４年度度度度特特特特別別別別勘定勘定勘定勘定のののの現現現現況況況況

（１）特別勘定資産残高の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

平成１４年度末 平成１３年度末
区　　　　分

金　　　額 金　　　額

個 人 変 額 保 険 7,305 7,139

個 人 変 額 年 金 保 険 － －

団 体 年 金 保 険 － －

特 別 勘 定 計 7,305 7,139

（２）個人変額保険（特別勘定）の状況

　①保有契約高

 ・個人変額保険 　　 　　　　　　　　　　　　　　　　      　 （単位：件、百万円）

平成１４年度末 平成１３年度末
区　　　分

件　数 金　　額 件　数 金　　額

変額保険（有期型） 1,079 2,267 1,245 2,540

変額保険（終身型） 14,706 135,541 11,949 109,440

合　　　　計 15,785 137,808 13,194 111,981

　　　

 ・個人変額年金保険   

  　該当ありません。



１９

　　②年度末個人変額保険特別勘定資産の内訳
　　（単位：百万円、％）

平成１４年度末 平成１３年度末
区　　　分

金　　額 構 成 比 金　　額 構 成 比
現預金･ｺ－ﾙﾛ－ﾝ 740 10.1 1,212 17.0
有 価 証 券 6,461 88.4 5,782 81.0
公 社 債 2,947 40.3 1,892 26.5
株 　 式 2,303 31.5 2,109 29.5
外 国 証 券 1,209 16.6 1,780 24.9
公 社 債 101 1.4 560 7.9
株 式 等 1,108 15.2 1,220 17.1

その他の証券 － － － －
貸 付 金 － － － －
そ の 他 103 1.4 144 2.0
貸 倒 引 当 金 －－－－ － －－－－ －
合 計 7,305 100.0 7,139 100.0

　　③個人変額保険特別勘定の運用収支状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：百万円）

平成１４年度 平成１３年度
区　　　　　分

金　　　額 金　　　額

利 息 配 当 金 等 収 入 108 109

有 価 証 券 売 却 益 110 93

有 価 証 券 償 還 益 2 －

有 価 証 券 評 価 益 114 315

為 　 替 　 差 　 益 11 16

金 融 派 生 商 品 収 益 － 21

そ の 他 の 収 益 － 0

有 価 証 券 売 却 損 416 393

有 価 証 券 償 還 損 － －

有 価 証 券 評 価 損 842 510

為 　 替 　 差 　 損 － 4

金 融 派 生 商 品 費 用 7 113

そ の 他 の 費 用 － －

収 　 支 　 差 　 額 △919 △465

11113333．．．．保険会社及保険会社及保険会社及保険会社及びびびびそそそそのののの子会子会子会子会社社社社等の状等の状等の状等の状況況況況

該当ありません。
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